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京都⼤学
「⾼等教育

アクセシビリティプラットフォーム」

Higher Education
Accessibility Platform

東京⼤学
「障害と⾼等教育に関する

プラットフォーム形成事業」

Platform of 
Higher Education and Disability

⽀援体制整備に困難さがある
⾼等教育機関の

■体制整備・強化
■連携・ネットワーク促進
■実践⾯の強化

⽇本における障害学⽣⽀援の
■先端的取組みの惹起
■スタンダード作り
■障害のある学⽣の

エンパワメント

AHEAD JAPAN／⽂部科学省／⽇本学⽣⽀援機構 等

役割分担をしつつ両⼤学が全国をカバー

京都⼤学HEAP 東京⼤学PHED⽐較

社会で活躍する障害学⽣⽀援プラットフォーム形成事業 京⼤と東⼤の取り組み⽐較
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ディプロマ・ポリシー
カリキュラム・ポリシー

アドミッション・ポリシー
シラバス

学⽣ ⽀援担当
本⼈（家族）の想い

診断書
アセスメント結果

⼊学前に受けた⽀援内容 ⽐較

修得するための「⼿段と⽅法」・評価の「⽅法」の調整を検討

教育の⽬的・内容・機能の本質・成績基準の変更はできない

合理的配慮の内容の検討
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意思の表明

学部担当

1:障害学⽣⽀援 〜学内ネットワーク



所属学部・研究科

教職員 ピア・サポーター

健康診断
健康管理指導
健康相談

修学⽀援の提案
ピア・サポーターの育成・派遣

⽀援者の派遣
⽀援機器の貸し出し

学内外⽀援のコーディネート

保健管理センター

障害学⽣⽀援 就職⽀援

奨学⾦申込
サークル活動
⽣活全般

学⽣⽀援課

就職⽀援室

カウンセリング
メンタルヘルス
学⽣相談

学⽣相談

⼤学⽣協

8

1:障害学⽣⽀援 〜学内ネットワーク



⾃⼰PR
エントリーシート作成

強みを⽣かした職種選択

インターンシップ
職場開拓

事前相談
⼤学適応

⼤学⽣活
学業

ゼミ・卒論
就職活動

就職活動
職場適応

Ⅰ期
（⾼校３年〜⼤学1年前期）

Ⅱ期
（⼤学1年後期〜３年）

Ⅲ期
（⼤学３年後期〜４年）

Ⅳ期
（卒業後）

修学⽀援 就職⽀援
職場

定着⽀援
パーソナルサポート
（個別⾯談）

集団活動

合理的配慮の探求

フォローアップ⾯談

ハローワーク・企業と連携

QOLの向上
リフレッシュ
⼼⾝の健康への意識

⼤学⽀援機関が実施
就労移⾏⽀援機関等社会資源が実施

⾼⼤連携

富⼭⼤学 ⽇下部貴史 ⽒
の資料を参考に作成

⾃⼰理解
他者理解
環境調整

⾃⼰理解
他者理解
環境調整

2:障害学⽣⽀援 〜学内「外」ネットワーク
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修学⽀援

⾃⼰理解・セルフアドボカシー 本⼈

事前相談
⼤学適応

⼤学⽣活
学業

ゼミ・卒論
就職活動

就職活動
職場適応

Ⅰ期
（⾼校３年〜⼤学1年前期）

Ⅱ期
（⼤学1年後期〜３年）

Ⅲ期
（⼤学３年後期〜４年）

Ⅳ期
（卒業後）

修学⽀援 就職⽀援
職場

定着⽀援

⼤
学
関
係

学
外
機
関

学部関係者

障害学⽣⽀援

キャリア⽀援担当

主治医

就労移⾏⽀援

⾼校

障害者⽀援センター

学⽣相談・健康管理
⼊
学
前
⾯
談

⽀
援
情
報
引
き
継
ぎ

⼊
試
時
の
合
理
的
配
慮

修
学
上
の
合
理
的
配
慮
決
定

⾃
⼰
分
析

業
界
分
析
・
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ

エ
ン
ト
リ
ー
シ
ー
ト
・
⾯
接
対
策

2:障害学⽣⽀援 〜学内「外」ネットワーク
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学⽣指導
教員

保護者

障害学⽣⽀援
コーディネーター

学内
専⾨教員

保セ
内科医

保セ
精神科医

臨床
⼼理⼠

附属病院
医師

キャリア
カウンセラー

発達障害者⽀援センター

障害者職業センター

就労移⾏⽀援事業所

就業・⽣活⽀援センター

新卒応援
若者ハローワーク

若者サポートセンター

ハローワーク

外部
医療機関

2:障害学⽣⽀援 〜学内「外」ネットワーク



連携先マップ（⼀部）

愛知県からの通学者
46%

岐⾩県からの通学者
36%

参考 岐⾩⼤学における連携先マップ

12



（出典 独⽴⾏政法⼈国⽴特殊教育総合研究所『「個別の教育⽀援計画」の策定に関する実際的研究』17⾴（平成18年））

3:縦のつながり 〜「移⾏⽀援」の視点を持つ

13



国連「障害者の権利に関する条約（略称：障害者権利条約）」
発効

2008年
(H20)

「障害者基本法」の改正2011年
(H23)

⽂科省「共⽣社会の形成に向けたインクルーシブ教育
システムの構築のための特別⽀援教育の推進（報告）」

2012年
(H24)

「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律
（略称：障害者差別解消法）」制定

2013年
(H25)

⽂科省「特別⽀援教育の推進について（通知）」2007年
(H19)

⽇本「障害者の権利に関する条約（略称：障害者権利条約）」
批准

2014年
(H26)

⽂科省「障がいのある学⽣の修学⽀援に関する検討会
第⼀次まとめ（報告）」

2012年
(H24)

「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律
（略称：障害者差別解消法）」施⾏

2016年
(H28)

⽂科省「障害のある学⽣の修学⽀援に関する検討会
第⼆次まとめ（報告）」

2017年
(H29)

特
別
⽀
援
教
育
体
制
開
始

10
年
経
過

3:縦のつながり 〜「移⾏⽀援」の視点を持つ 法制度の移り変わりによる影響
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平成27年6⽉⽂部科学省初等中等教育局特別⽀援教育課
「インクルーシブ教育システム構築事業」資料より
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3:縦のつながり 〜「移⾏⽀援」の視点を持つ



平成27年6⽉⽂部科学省初等中等教育局特別⽀援教育課
「インクルーシブ教育システム構築事業」資料より
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3:縦のつながり 〜「移⾏⽀援」の視点を持つ



平成27年6⽉⽂部科学省初等中等教育局特別⽀援教育課
「インクルーシブ教育システム構築事業」資料より
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3:縦のつながり 〜「移⾏⽀援」の視点を持つ



18

全⽇制普通科
全⽇制専⾨教育学科
農業・⼯業・商業・⽔産・看護・理数・芸術・体育・福祉など
（※⾼等学校専攻科）

全⽇制総合学科

夜間定時制
昼間定時制

チャレンジスクール
エンカレッジスクール
スーパーサイエンスハイスクール
スーパーグローバルハイスクール

通信制⾼校
サポート校
技能連携校
⾼等専修学校

特別⽀援学校

⾼等専⾨学校からの編⼊⽣

多様な経路から⼊学する学⽣
⼊学前に経験した学びは様々

⾼⼤連携といっても…

⼤学単位での
連携には⼯夫が必要

3:縦のつながり 〜「移⾏⽀援」の視点を持つ

それぞれどんな特徴・特⾊が
あるか知っていますか？
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3:縦のつながり 〜「移⾏⽀援」の視点を持つ

⾼等教育機関
学⽣

各
種
実
習

イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ



「寄り添い⽀援型学⽣インターンシップ事業」
京都府商⼯労働観光部総合就職⽀援室

①京都ジョブパーク➡⼤学
インターンシップ受⼊れ企業情報を提供
学⽣の参加希望と調整

②京都ジョブパーク➡企業
参加希望のある学⽣情報を受⼊れ企業情報を伝達
受⼊れ可否の判断

③京都ジョブパークにて
学⽣・⼤学（⽀援者）・受⼊れ企業・京都ジョブパーク担当
顔合わせ、必要に応じて企業⾒学

④インターンシップの実施

⑤終了後ジョブパーク主催で関係者全員で振り返り

3:縦のつながり 〜「移⾏⽀援」の視点を持つ
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県内外から107名が参加

【話題提供・企画運営】

岐⾩⼤学
岐⾩聖徳学園⼤学
ノックス岐⾩（就労移⾏⽀援事業所）
Notoカレッジ（就労移⾏⽀援事業所）
岐⾩県発達障害者⽀援センターのぞみ

4:横のつながり 〜 ⼤学主導で地域連携体制を作る試み
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4:横のつながり 〜 ⼤学主導で地域連携体制を作る試み

県内外から97名が参加
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【拠点校】
札幌学院⼤学・宮城教育⼤学・筑波⼤学・富⼭⼤学・⽇本福祉⼤学

同志社⼤学・関⻄学院⼤学・広島⼤学・福岡教育⼤学

5:⼤学間ネットワークのいろいろ

⽇本学⽣⽀援機構 「障害学⽣修学⽀援ネットワーク」

⽇本学⽣⽀援機構
Webサイトより
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⽇本聴覚障害学⽣⾼等教育⽀援ネットワーク（PEPNet-Japan）

2004年10⽉設⽴
全国の⾼等教育機関で学ぶ聴覚障害学⽣の⽀援のために⽴ち上げられたネットワーク
筑波技術⼤学を中⼼にはじめ全国の連携⼤学・機関の協⼒により運営

事業内容
i 聴覚障害学⽣⽀援体制の確⽴
１．共同研究による聴覚障害学⽣⽀援技術の開発

１）共通のテーマに基づく共同研究の実施
２）研究成果に基づく教材開発

２．聴覚障害学⽣に対する⽀援実践の蓄積とモデルの構築
１）聴覚障害学⽣⽀援実績の蓄積
２）⽀援実績の公開と成果の評価

３．聴覚障害学⽣⽀援に関する情報の蓄積

ii ⽀援・情報ネットワークの形成
１．地域の中核となりうる⼤学・機関間の連携強化
２．地域ネットワークの形成

１）各地域内他⼤学・関連機関との情報交換および連携体制構築
２）連携校・機関を窓⼝とする他⼤学へのスーパーバイズ
３）連携校・機関を拠点としたSDの開催

３．全国の⼤学・機関に向けた情報の発信・⽀援
１）ホームページの⽴ち上げ
２）ニュースレターを通した情報交換
３）シンポジウムの開催
４）聴覚障害学⽣⽀援に関わるリソースの配信

5:⼤学間ネットワークのいろいろ
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※H28,29年度にJASSOが⾏ったヒアリング参加校が加盟しているネットワーク
現在存在するものを網羅している図ではない。

5:⼤学間ネットワークのいろいろ
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関⻄障害学⽣⽀援担当者懇談会（KSSK）
2006年 ⽇本学⽣⽀援機構 障害学⽣⽀援事業客員研究員⽯⽥久之⽒

が関⻄圏6⼤学による研究会を開始

2008年12⽉ 関⻄障害学⽣⽀援担当者懇談会（KSSK）が発⾜

実務担当者が
・理想的な⽀援や⽀援の成功例、失敗例
・実際の現場での⼯夫や⽅法などを
「⾯と向かって・ざっくばらんに・率直に話し合う」

企画運営（幹事校）
⼤阪⼤学、⼤⾕⼤学・⼤⾕⼤学短期⼤学部、関⻄学院⼤学
京都⼤学、京都精華⼤学、神⼾松蔭⼥⼦学院⼤学、
同志社⼤学、佛教⼤学、桃⼭学院⼤学

5:⼤学間ネットワークのいろいろ
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1 2008年度 12⽉ ⼤学・短期⼤学における最近の障害学⽣⽀援の動向

2 2⽉ 新年度への準備を通して⽀援担当者に求められる資質を考える

3 2009年度 8⽉ 発達障害学⽣⽀援のいくつかの事例

4 3⽉ ①発達障害者が⼤学⽣になって②京都⼤学における発達障害学⽣への対応

5 2010年度 8⽉ 障害学⽣受け⼊れのための学内体制構築と学内外の連携

6 3⽉ ⽀援の年間スケジュール

7 2011年度 8⽉ 管理職と実務担当者の役割分担

8 2⽉ 現在の障害学⽣⽀援の課題

9 2012年度 9⽉ 障害学⽣⽀援における教員と担当職員／桃園⼤学全学教学推進センター報告

10 3⽉ ⽀援担当者の質とは？

11 2013年度 8⽉ 障害学⽣⽀援における合理的配慮と差別解消法

12 3⽉ 障害学⽣のキャリア⽀援

13 2014年度 9⽉ 京都⼥⼦⼤学における障害学⽣⽀援について

14 2⽉ 佛教⼤学における障害学⽣⽀援について

15 2015年度 9⽉ 精神障害のある学⽣の⽀援について

現在までに21回実施

5:⼤学間ネットワークのいろいろ
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東海地区障害学⽣⽀援フォーラム
（※東海地区障害学⽣⽀援担当者会から改称）

H27年2⽉にPEPNet-Japan(⽇本聴覚障害学⽣⾼等教育
ネットワーク)の地域ネットワーク形成⽀援事業により「東海
地区障害学⽣⽀援担当教職員研修会」としてスタート

①(H26年度冬)愛知教育⼤学
②(H27年度冬)三重⼤学
③(H28年度夏)名古屋⼤学
④(H28年度冬)⽇本福祉⼤学
⑤(H29年度夏)岐⾩⼤学
⑥(H29年度冬)名城⼤学
⑦(H30年度夏)名古屋⼯業⼤学

世話⼈会
⽇本福祉⼤学／名城⼤学／三重⼤学／京都⼤学HEAP

5:⼤学間ネットワークのいろいろ
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意義① ノウハウの共有
「合理的配慮」は個々のニーズへの対応のため、考慮すべきポイントが多い。⽀援
事例の交換、⽀援提供の⼿法などを共有する意味は⼤きい。

意義② ⽀援機器等リソースの共有
障害学⽣⽀援に活⽤可能な⽀援機器の進歩はめまぐるしいが⾼価なものが多い。卒
後に不要になった場合など、機器等の共有化を地域単位でできるとよい。

意義③ 地域社会資源との連携活性化と地域振興・育成の効果
⾼等教育機関だけでできることは限られている。地域で暮らす学⽣と卒後を⾒通し
た⽀援を考えると社会資源を活⽤し、卒業⽣を⽀え続けるシステムの育成も視野に。

意義④ 縦のつながりの多様性の確保とコストの低減
⾼⼤連携、社会移⾏⽀援等の充実化などの社会的要請が⼤学に寄せられている。限
られたコストで多様なつながりを活性する上でネットワーク形成は効率化を促進。

意義⑤ ⾏政サービスとの連携の促進効果

6:地域ネットワークの構築の意義と課題

各⾏政機関が特定の⾼等教育機関のためだけにリソースを提供することは難しい。
公共性を⾼め⾏政との連携を可能にするためにもネットワーク構築は有意義である。29



課題① ⽬的をはっきりさせる必要
ただ集えばいいというわけではない。それなりの作業コストも発⽣する。負担だけ
が増すことの無いように、⽬的をはっきりとさせる必要がある。

課題② 事務局機能をどこが担うか
輪番制などのやり⽅があるが、どの機関でも事務局機能を担えるわけではない。既
存の組織も活⽤し、継続可能な運営体制をデザインする必要がある。

課題③ 費⽤をどのように捻出するか
運営費⽤もそれなりに発⽣する。費⽤は誰がどれくらい負担し、そして管理してい
くのか、合意形成に難しさがある。

課題④ 他分野との連携
キャリア⽀援担当、⼊試部署等、他分野との連携も⽋かせない。機能重複を防ぎ、
無駄なく相互に連携させるための⼯夫が必要になる。

課題⑤ 職員の流動性

6:地域ネットワークの構築の意義と課題

有期雇⽤の教員、職員が特に多い分野であるため、事業の継続性確保が難しい。
ネットワーク機能で補完し合うことも視野に⼊れた取り組みが必要である。 30
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